
令和元年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性がある

総合計画の上位施策の目標達成に貢献し、意図する結果につな
がる

事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法
を見直す

市民(団体） 協働や連携により事業を実施する

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である
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ハード事業（ 要件： ３項目）

持続可能なまちづく りに寄与し、地方創生の推進等につながる
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土地調査を行い、換地原図の基となる公図・地積集積図を作成する。（3,200千円見込）
団体営事業で行う予定。(市負担50％程度）

有効性
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６，０００千円 ３，２００千円 １０，０００千円

調査計画の国へ
の申請のための
地形図作成業務
（1/1000）

土地調査（換地原
図作成）

国による計画策
定（1年目：基礎調
査）

本事業では、基盤整備に併せて農地中間管理機構を通じた担い手への農地集積・ 集約化
を図ることにより、大型機械導入や水管理容易化など作業時間短縮や生産コストの縮減
が可能となります。また、経営規模拡大や水はけの向上により露地野菜などが栽培可能
となり農家の収益増加が期待できることから、耕作放棄地や後継者問題等の解決の観点
からも有効性の高い事業と考えます。なお、周辺地域においても、排水が良くなるなど
地域の防災機能の向上が見込まれます。
以上のことから、有効性をＡとしました。

要件（３項目）

令和３年度平成２９年度

全て
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⇒市裁量がない事業（ Ａ評価とする）

要件（ ３項目）

事務事業
番号

77

市民サービスの維持・ 向上に寄与する

現総合計画前期基本計画では、基本施策４－１「 地域の特性を活かした農業・ 農村づく
り」 、施策３「 農業生産基盤の整備」 に明確に位置付けられています。
上古山ほ場整備未整備地区については、現在、農道や水路などが整備されておらず、大
型機械が入れないなど営農上たいへん困難な状況であります。
意欲的な農業参入者も少なく 、後継者問題も深刻であることから、生産効率を上げ、ま
た、将来の農業の不安を解消するため、農道・ 水路・ ほ場拡大などの一体的な基盤整備
を実施する本事業の必要性は高いと考えます。
以上のことから、必要性をＡとしました。

必要性

公共関与の妥当性がある
社会経済情勢の変化や市民ニーズ等に適合する

⇒市裁量がない事業（ Ａ評価とする）

○

Ｃ

○

Ｃ

事務事業名 産業振興部農地中間管理機構関連農地整備事業 農政課

事業目的

将来の農業生産を担う経営体(担い手）を育成し、地域農業の中心的な役割を担えるよう区
画整理や水路・農作業道等の生産基盤の整備を行う。
本事業は、事業対象農地をすべて農地中間管理機構に貸し付けることを条件に、地元へ
の工事費用負担を求めずに県が農地整備事業を行うものです。

所管部課 事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業概要

上古山地区機構関連ほ場整備事業
受益面積：約50ｈa　総事業費：11億円
対象地権者：約60名
事業計画樹立：R2～R5　面整備事業実施：R6～R12
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業

内

容 実施内容の詳細　　　別紙のとおり

今後の展開
令和３年度からの国調査に向け、具体的な地区設定や土地に係る問題点の事前確認のために
地形図や地積集積図などの資料を作成する。
また、地元推進組織を設置し、営農検討組織や担い手の選定を進めていく。

他事業との連携
ほ場整備予定地内の市道2-1号線において、建設課による道路整備が計画されている。
建設課と調整し、ほ場整備計画を進めていく。
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国県支出金
１，６００千円

地方債・その他
０千円

一般財源
１，６００千円
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度
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効率性

農地中間管理機構関連農地整備事業は、農地を全て機構に貸し出すという条件を基に、
工事に係る費用を農業者（ 地元） には求めず、県が農地整備を実施する制度であるた
め、農業者の負担が少ないうえ、市の経費負担についても最小に抑えることができま
す。（ 農家負担0％、市負担10％、国62. 5％、県27. 5％）
以上のことから、効率性をＢとしました。
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ソフト事業（ 要件： ６項目）
補助金等の積極的な活用で最大の
成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・ 同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

受益機会・ 費用負担割合等が公平公正であり適正である

補助団体 ―

新規・継続 市裁量の有無 裁量ありハード事業新規 事業の種類

重点事業区分地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり

地域の特性を活かした農業・農村づくり

農業生産基盤の整備
―

事業区分

根拠法令
等

農地耕作条件改善事業実施要綱、農地耕作条件改善事業実施要領
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